「企業内転勤」の再考察
２００９年３月１２日

行政書士　林　　幹

【要件】

①「本邦の公私の機関との契約に基づく活動」

「期間の定め」（該当性）

②「転勤形態」（該当性）

③「直前1年以上の従事」（適合性）

【効果】経歴（学歴・実務経験）要件の撤廃

必要性）

· 「転勤形態」の場合に人材の国際異動を円滑に行われるようにすることが我が国の産業の利益となる。

許容性）

· ５年間の制限⇒廃止

· 「転勤形態」（同一企業内の異動、系列企業内の異動）に限定

· 「直前1年以上の従事」

【日タイ経済連携協定における「企業内転勤」の位置づけ】

(a)長として支店又は代表事務所を管理する活動

(b)役員又は監査役として公私の機関を管理する活動

(c)公私の機関の一又は二以上の部門を管理する活動

(d)物理学、工学その他の自然科学に関する高度の水準の技術又は知識を必要とする活動であって、出入国管理及び難民認定法で定められている「技術」の在留資格において認められるもの

(e)法律学、経済学、経営学、会計学その他の人文科学に関する高度の水準の知識を必要とする活動又は日本国以外の国の文化に基盤を有する思考若しくは感受性を必要とする活動であって、出入国管理及び難民認定法で定められている「人文知識・国際業務」の在留資格において認められるもの

参照：「附属書七(第九章関係)自然人の移動に関する特定の約束」
� 「本邦にある事業所の業務に従事しようとする期間が５年を超えないこと。」との基準省令上の要件は、平成９年３月２５日の市場開放問題苦情処理対策本部決定に従い、削除された。





